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ソ連経済の地域別投資構造

田 中 宏

はじめに

一一ソ連邦の地域区分と分析上の諸問題

国土と地域に関する経済研究は，生産力配置論や経済地理学の成果を除けば，

ソ連においても相対的に新しし提起されている課題に比較して研究の遅れて

レる分野である。それゆえ現代においては，その空白を埋めることが強〈もと J

められている o とはいえ，本稿においては，ソ連における同士・地域開発の経

済〈学〉的動向に関連する課題，論争点を紹介し，それらを直接に検討するも

のではない~社会主義的国土・地域開発やその地域政策の検討は，ソ連邦国

民経済の地域構造とその変化の全体像を解明することなしにはありえないだろ

う。ここでの検討の究極的目的はこの全体像の解明にあるヘ

ところで，実際に地域構造を実証的に研究するために関連する統計資料を加

工・整理する場合に，ひとつの重大な問題に直面する。すなわち，分析方法と

も関連して，いF なる地域の基礎的単位を選択するのかがそれである。

現在， ソ連邦においては，地域の基礎的単位を決定することに関係した地域

区分 (pa首0四 po回閉めには， 大まかに言って 2種類ある。そのひとつ，公

式統計で使用されている，共和国を単位とする地域比分は，政治・行政単位を

基礎にしているため，民族政策や平準化を統計的に評価する上では都合がよい

1) ソ連邦の国士開発の概略史については，岡田尚三|ソ連D国土開発」自治体問閣講座5，国土
都市・農村と地朝開発A1979年目 277-287ベータ参照巳

2) ソ連経済の地域構造。研究には，その部門構造との関連が前提にされる@この点については，
岡捻「ソヴェト連邦の社会主義辞揖」第2章，岡山内・宮鍋竹温共著『社会主義経済論Jl1976 

年，三瓶剛男「ソビエト社会主義経由の戦佳段階」東京大学社会科学研究所編『現代社会主義』
1977年参照.
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うした「ドル危機」は，国際金融市場において，米ドルに代わる通貨を，たと

えばユーロではマルク，アジア・ダラー市場では円を，国際通貨としての役割

をになうよう希求しているかに見える。しかし西ドイツやわが困の政府，通貨

当局には，マノレク，円が国際通貨となってゆくことをかならずしも積極的には

歓迎しなL、ふしがあるように忠われる。米国商業銀行を民大の戸ノレーずとする

世界D民間国際金融機構は，慣習上，また資金の調達可能性の上で，米ドノレ取

引に安んじている。ちなみに米ドルのシェアは，ユーロ市場で70%. アジア・

ダラー市場で95%とやはり「圧倒的」である。向後，アジア・ダラー市場の一

層の発展のためには， シンガポーノレ政府の育成策左アジア地域経済の安定成長

が基本的な推進力となろうことはもちろんであるが.米ドルの地位，国際通貨

体制の動向の中で，問題の見とおしを立てることが重要であろう。

参考文献・資料.
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1977， Singapore， 
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4) The Monetary Authority of Sing.apore， Qu.arterly Rulletin， Vol. 6， No. l-No 
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5) 東京銀行調査部「シンガポーノレ概観J.1977年.

6) 大森一明，国際金融センター・シンガポール白魅力度，週刑東洋経済臨時増刊，

「金融と銀行J(55年1集，)， No.4191， 54， 12， 14，東洋経済新報誌， pp.128ー135
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一一前回石油危機以降のオイル・マネー還流に果した役割を中心に . i調査月 、
報」昭和田年5月号， pp.1-20 
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が，ロシア共和国の地理的面積と経済力があまりに大きすぎるため， ロシア共

和国と他の共和国との比較考査は一定の留保条件が必要である。もうひとつの

地域区分には，モノレダピア共和国を含まない現行の18地区の経済地域l丘分

(9KOHOMrrqeCKOe paHO聞 po国間e)がある。 これは近似的性格をもっ地域がひ

とつの地区にグルーピングされ亡し、るため，国民経済の地域構造を分析する単

位としては最適である。しかしながら，経済地区単位の統計の未整備と国家主

権をもっ単位の暖昧化などの欠陥がある。

本稿ではそれゆえ，それぞれの欠陥を補うために，後者の経済地域区分を基

礎に，前者の地域区分を加味Lたm地域区分が会拘ト肯定まふ去ら採用されて

いる o との地域区分による地域の一般的特徴の記述は，直接には経済地理学の

課題であるヘ後の分析の中で必要最低限の特徴を説明していくことにして，

ここでは，統計加工・整理に関連する占有面積比率と人口配置 (1940，59， 70 

年〕を表示するだけにとどめる(第 1図，第 1表〉。

ソ連経済，一般的には計画経済を主導原理とする国民経済の地域構造を解明

する分析の方法と方法論は，先の指摘のとおり，この研究分野が新しいため，

まだ未確立であり，数多くの課題が残されている。本稿においては，投資構造

の分析を地域構造研究の基礎におき，今後の研究の継続作業の出発点に据えて

L 、る。それは 2つの理由からである。

投資構造を基礎・出発点においたのは第 1に，地域構造主規定する要因白う

ちで，投資はもっとも能動的なものだか b-cある。投資構造の地域的変化は国

民経済全体とその地域経済の構造的変化，生産力配置の変化，すなわち国民経

済の地域的分業体系の改造に直接作用する推進力である。これとは裏表の関係

にあるが，第 2，こ，第 1で述べたような広義の意味での地域別投資政策は，同

時に，ソ連社会主義の客観的な経済過程白作用もうけているからである。とい

うのは，社会主義経済諸法旦1]やソ連経済に特有で，特殊な枠組や諸条件，世界

3) 60品目四 COB田町田ヨH~m仁nonetu明， TOM 24， KHOra 11， CTp. ~64-265.， ヴェ・ボクシγェフ
スキー「ソビエト連邦地理J1973年事情咽
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ソ連邦の面装及び人口配醤

車~ t斉 チ血 区 面積 1940(弛) 1959(%) 1970(%) 増加l率

北部・中央・ウフル部 24.1 42.4 39.6 37.1 108.9 
;ft 西 上也 区 7.5 5.8 5.2 5.0 108.5 
中 4処 上也 区 2.1 13.9 12.3 11.4 102.2 
ポ Jレ虫、.ヴャトカ tm区 1.2 4.6 4.0 3.5 94.3 
中 央 黒 土 地 区 0.8 4.7 3.7 3.3 88.0 
ポルプf 流域地区 3.0 8.0 7.6 7.6 1 1 7.4 
ウ プ ル f也 区 9.，') 5.4 6.8 6.3 144.3 

国 昔市 1.8 7.7 7.1 6.9 1 1 1 .2 

~0 ノマ ル ト 地 区 O.日 3.0 3.2 3.2 129.2 
!とl ロ ン 7 地 区 0.9 4.7 3.9 3.7 99.5 

前 部 5.3 32.2 31.5 32.0 123.6 
オt カ フ カズ地区 1.6 5.4 5.6 5.9 136.1 
タ卜 カ フ カ ズ士也区 0.9 4.2 4.5 5.1 149.8 
ウ ク y イ j 地 区 2.7 21.3 20.0 19.5 1 14.0 
そ Jレ ダ ピア士也区 0.1 1.3 1.4 1.5 144.6 

南 東 制l 18.0 8.8 11.0 13.5 192.3 
カザ、フスタン地区 12.4 3.1 4.4 5.3 2 12.2 
中央ア ジアよ也区 5.6 5.7 6.6 8.2 181.4 

シベリア・極東部 円。白 8.9 10.8 10唱 5 147.0 
四シベ ') ア士也区 4.4 4.8 5.4 5.0 131. 9 
東シ r、ミ ') ア f也区 18.5 2.5 3. 1 3.1 151. 9 
極 東 f也 1" 27.9 1.6 2.3 2.4 183.2 

ソ i主 !'I¥ 100.0 100.0 100.0 100.0 124.5 

第 1表

(恥

HJ3
日
日

出所米B.B. KllCTaHOB KOMniWKCHoe pa3Burrllle U Cfl叫 Ua.!lU3au，Ull 芯03flucmoa

開 'QHOMU町 C1CUXpaaoHo8 1965.， Cτ'p. 38 ただしアゾフ海，白海の面積は含ま札
ていないu

※ 2 M.6. Ma3旧HosaTeppumopuaAbliolC nponopquu JtapodHMo X035laCmea 
CCCP np_ (i弓
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経済との諸関連から規定され，その影響と作用をうけながら，地域別投資政策

は立案され，実行にうつされるからである。

以上の 2つの作用の相互関連を集約して考慮するならば，地域別投資構造の

分析は，計画経済の特徴を反映させる形で，ソ連経済の地域構造に内在する諸

問題を措きだずは Fである。

I 総投資の地域構造

第 2表は，総投資に占める各地域の比重の時系列的変化をあらわしたもので

ある。以下，地域別に概観していこう。

tロシア共和国の10経済地区] 革命前政治・経済・文化の中心地であった

レニ γ グラードをかかえる北西地区は，戦前約1.1%の投資比重合内めていたが

(1940年人口比率5.8%)，第2次大戦をさかし、にして， 7%台 (50年)， 6%台

(55年 57年人口比率5.0%)に低下，以後ζの水準を保持している。大戦直後

にはボルガ流域，ウラノレ地区に，そして1966年には西γ ベリア地区に抜かれて

第 5位におちている。

首都モスクワのある中央地区は，戦前の全期閣を通じて約20%もの膨大な投

資が集中されていた。 1940年，同地区の人口集中度は 13.9%しかない。ところ

が，戦後になると様相は 変する o 1950年に一挙に14%台に陥没して以来， 13 

% (58年)， 12% (60年)， 11% (66%)に逓減，人口比率と同水準 (70年11.4

%)の現在に至っている。

中央の工業地域とウラノレを結ぶ所に位置するポノレガ・ずャトカ地区並ひにモ

スクワと南部の鉱工業地域の中間に位置する農業生産基地・中央黒土地区は，

戦前と戦後士通じて 2-3J百台で比重の変化はなし、。しかも，人口比率よりも

投資の方が低位で， ロシア共和国内でもっとも投資比重の低い地域である。た

だし，中央黒土地区は60年代後半から徴増傾向がみられる。

ポノレガ流域地区は，戦前の 5%台 (40年人口比率8Jわから戦後には 8%台

に伸長，以後 時的に上昇したが， 1962年以降はロシア共和国第2の工業力と
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いう地位にふさわし<.共和国第 2位の投資比重 8万台を維持している。典

型的な農業地区・北カフカズは今日まで多少の振幅をもちながら，その比重は

ほぼ 5%前後である。

戦前，工業配置の東進において重大な位置を占め，戦後においては東部開発

の最前線基地となっているウラノレ地区は. 50年代まで 8%を保つ Cいたがく40

年人口比率 5.4%). 7 % (60年)， 63百 (66年〕に低下して現在に至っている

く70竿人口比率6.3%)0 70年に入ると西シベリア，中央アニ/ア，カザブメタ y

地区に抜かれている。

厳しい気候条件と多様で豊富な自然資源が並存するソ連の東部のー画を西、ノ

ベリア，東γ ベリア，極東地区が形成している。周知の上うに， ととでの開発

にほ目を見張るものがある。東部開発の中心凱区・西シへリアは55年には，戦

前の 4.9百台から 6%台に増進.74年には 7%台にも到達しているく70年人口比

率 5%)。東シベリ 7地区は大戦をはさみ 3%から 4%に逓増したが. 64-66 

年以降減少傾向に転じている。極東地区は戦前水準の 6%台から 4%台に激減

したまま現在に至っている。この 3地区の合計は，人口比率に比較して投資の

害合が高ししかも第5次 5ヶ年計画時以降中央地区を抜いている。

戦前，ロシア共和国全体の交資比重は70%~~であり， ζ の共和国が投資の圧

倒的部分を独占的に集中していたことがわかるc しかし大戦以降，その庄倒的

優位性は揺らぎはじめ. 1964年には60%を割って59%まで落ちこんでいる C こ

のような相対的地位低下は，北西，中央地区の急速な比重低下と中央アジア，

カザフスタン等の地区の追いあげの結果である。シベリ 7の発展は低下傾向を

弱める作用をはたしている。

Cウクライナ共和国1 乙の共和国全体の投資比重は，大戦後の復興期かな

りの比重増加がみられるが，ほぼ人口比率 (40年21%.59年20%.70年19%)

と同程度で，減少傾向にある。しかしながら， ウグヲイナの 3経済地区はlかな

り変化Lている。草命前から製鉄業や採炭業が発展しつつあったドネツ・沿ド

ニエフりレ地医は. 1917年以降!社会主義工業化の重要な基地となったが，それ
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第2表ソ連経済の地域別

年 代 lF.Y.P. 32 34 2F.Y.P. 3F.Y.P. 40 
1918- 制 ヨ挺4

1941.7 46-日 50 
ソ連邦(10{A 

Jレーブル) 8.8 19.7 20.4 53.3 48.1 

ロシア共和国 68.00 68.1 66.24 66.49 70.52 69，2 60.1 62.7 62.83 

北西地区 9.3 9.40 )2.2 11.0 7.31 
中央地区 19.6 20，11 20.2 19唱4 14.29 
ボル方ーヴャトカ地区 2.6 2.97 2.7 2-.8 2.33 
中央黒土地区 3.0 2.83 1.8 3.0 2.0C 
ボルガ流域地区 5'.9 6.72 5.7 5.1 8.67 
北カフカズ地 区 5.2 5.80 4.2 5.0 5.53 
ウラ Jレ士也区 10.2 9.06 7.2 8.7 8.95 
西シベリア地 区 5.9 4.96 4.2 4.0 4.58 

東シベリア地区 3.3 2.45 3.2 3.8 3.92 
極東地区 3.1 1. 97 7.8 6.3 4.83 

ウクフイナ共和国 18.47 19.06 16.66 14.45 16.2 19.2 17.89 
ドネツ・揖ドニエプル地区 14.16 
南西地区 2.50 
南部地区 2.41 
リトワーア共和国 0.5 0.53 
ラトぜア妻和国 09 0.73 
エストニア共和国 被3 0.9 0.66 
i{トパ Jレト地区 ~2 0.3 2.3 1. 92 
グJレジア共和国 1.82 0.99 1.97 1.87 2.0 2.08 
7-1!}j，パイジTン共和国 2.10 3.14 2.55 2.67 2.5 2.73 
アルメニア共和国 0.62 0.99 0.74 0.77 0.7 0.78 
タトカァカズ地区 4.54 4.1 5.12 5.26 5.31 5.1 5.1 5.2 5.59 
ウズペク共和国 2.04 2.15 2.08 2.09 1.9 2.36 
キ ル ギ ス 共 和国 0.33 0.36 0.41 0.58 0.5 0.68 
タジグ共和国 O ， 8~ 0.62 0.65 0.60 0.5 0.61 
トルクメン共和国 0.57 0.60 0.62 0.65 0.8 0.93 
中央アジア地区 3.79 3.8 3.73 3.76 3.92 4.3 3.8 3.7 4.58 
カザフスタンt也区 3.25 3.5 2.68 3.46 3.46 3.8 3.5 3.7 4.06 
自ロシア英和同 1.95 1.8 0.66 1.36 2.34 2.8 1.9 2.3 2.17 
モルタピア共和国 0.18 0.1 0.5 0.59 

資料
HapO，lJ;HOe X03fl抗0'HOCCCP B 1~7?_.. CTp.， 359. 349.， H. X. CCCP B 1974.， CTp. 520 
530.， H. X. CCCP B 1969.， CTp. 503.， H. X. CCCP B 1968.， CTp. 527.， H. X. -CCCp 
B 1967.， CTp. 625.， H. X. CCCP B 1965.，口p.538.， H. X. CCCP四 1963.，ロp.457.，
H. X. CCCP 13 1960.， CTp. 599.，602.， Hapo.llHOe X03副口田 P臼 ιPB 1975.， CTp. 328.， 
329.， H. X. PCφCP B 1971.，口.p.296.， 297.， H. X. PCφC:P B 1970.， CTp. 320. H: X 
PCφCP 1l 1968.， CTp. 311.， H. X. PC<.f>CP B 1965.， CTp. 374.， H. X. PCφCP D 1964.， 
CTp. 344 
1!;l32. 40， 55年の統計数値は1lI..JT. P03eHφ回 bllMe庁旬。'OJWZUfl Bblpa8Hu8aHufl 

y p08HeU-pa38UmU.Jl 9KOIWMU宅~CKu.x pal1.oHo8 CCCP M.， 1969.， CTp. 38ーより号|用。
1946-5C年の統計数値はめ φ.Bopo6b-eB Bblpa8Hu8aHue ypo8Hel1. a印刷M四町附加
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投資 構 造 の 変 化 蹄

5F.Y.P. 55 56 
来4

60 
法4 様q

66 68 70 72 74 58 62 64 

89.8 45.9 52.6 61.0 71.2 80.6 94.3 105.7 

64.72 65.8 64.97 G3.47 62.06 60、4459.82 58.59 58.8!; 59.33 59.97 60.34 

7.16 6.9 6.61 6.15 6.78 6.63 5.93 6.16 6.23 6.17 6.10 
14.1ti 14.4 13.79 12.55 12.68 12.20 11.38 11.12 10.90 11.27 11.30 
2.39 26 2.44 2.91 2.54 2.43 2.50 2.55 2.64 2.78 2.85 
1.59 1.7 2.16 2.85 2.15 2.24 2.82 2.81 2.68 3..04 3.02 
9.99 10.6 9.18 9.73 8.09 8.34 8.76. 8.83 9.37 8.93 8.96 
4.94 4.6 4.86 5.43 4.77 4.86 5.64 5.43 5.57 5.35 5.3C 
8.98 9.4 8.95 7.67 7.42 7.20 6.55 6.54 6.44 6.38 6.48 
5.89 6.9 6.43 6.43 6.18 6.14 6.03 6.18 6.28 6.70 7.24 
4..~9 4.4 4.52 5.15 5.20 5.37 4.70 4.61 4.65 4.51 4.45 
4.94 4.3 4.17 3.83 4.44 4.15 4.00 4.36 4.47 4.37 4.39 

16.39 15.6 16.19 17.08 17.28 17.39 17.23 17.00 16.79 16.04 16.28 15.86 

9.6 8.24 8.57 
3.5 5.52 5.51 
25 2.52 2.92 

0.63 0.75 0.85 0.83 1.07 1.16 1.24 1.36 1.40 1.37 1.31 
0.81 0.77 0.80 0.86 1.00 1.06 1.0:可 1.04 1.09 1.06 1.11 
0.71 0.58 0.57 0.64 0.67 0.69 0.65 0.71 0.71 0.66 0.64 
2.15 2.1 2曹 10 2.21 2.69 2.74 2.91 3.21 3.11 3.20 3.09 3.06 

1. 70 1.28 1.22 1. 29 1.29 1.27 1.43 1.41 1.36 1.26 1.18 
2.39 1".56 1. 63 1. 55 1. 59 1.46 1. 50 1.44 1.46 1. 26 1.31 
0.61 0.54 0.66 0.69 0.80 0.87 0.96 0.94 1.01 0.95 0.85 
4.70 3.2 3.38 3.51 3.53 3.68 3.60 3.89 3.79 3.83 3.47 3.34 

2.21 2.30 2.74 2.71 2.80 3.38 4.01 3.98 3.77 3.66 3.76 
0.70 0.66 0.69 0.72 0.74 0.80 0.84 0.91 0.89 0.86 0.82 

0.67 0.70 0.66 0.70 0.74 0.80 0.86 0.81 0.78 0.82 0.76 
0.87 0.68 0.74 0.82 0.80 0.86 1.05 0.93 0.97 0.99 1.12 

4.4S 3.6 4.34 4.83 4.95 5.08 5.84 6.76 6.63 6.41 6.33 6.46 

4.71 6.3 6.32 5.78 6.64 7.28 6.90 6.93 6.49 6.60 6.36 6.28 
2.06 2.1 2.07 2.24 2.29 2.47 2.62 2.85 3.05 3.30 3.29 3.35 
0.58 0.62 0.86 0.91 0.95 1.03 1.06 1.14 1.17 1.16 1.27 

pa38umUH印刷Jiblxpecny6/luf(， 此， 1965.， c叩 164より号|用。
1918-1941年7月 1日までの数値は， M. E. Ma3aHOBa Tepp仰 ?!JpUaJlbllblenpo即 'pquu

Hapoδ"0如 X03Hilcm8aCCCP M.， 1974.，白p.92 より引用.
※1 ソ連邦投資総額は1965年対比価格で，単位は10億ノレープルである。
※ 2 治バルト旭区はロシア共和国カリユングヲード州を含まない童文値となってし、る。
※3 ソヴ主ト政権成立後の投費額のパーセントである。
※4 50年，回年， 62年， 64年度の戸ツア共和国内の10経世地区の総投資額の統計数値が

なかったために，コノレホ}ズを除〈投資額。比率からこれらり地区の割合を推計した.
3終5 ソ連とログア共和国の国民題済統計集は各年度版によ勺て数値が異なることが多々

あるが，原則として最新0ものを基礎数値に利用した.小数点は第3位で四捨五入した.
※6国家と協同組合の企業。投資額。
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を保障したのはソ連邦第2位. 14%もの膨大な投資である。ところが，大戦期

には占領による破壊で多大な損害をこうむり，再建，新規建設のため巨額な投

資を必要とした。 46~50年のウクライナ全体の投資比重. 19.2%がそれを裏付

げている。この地区は今日でもソ連屈指の重化学工業地域であるが，投資比重

では戦前の勢いはない (60年8.2%tこ低下〉。 これとは対照的な白が，食品，採

掘業，機械製作が急速に発展してきた南西地区の比重増加である (55年 3.5%

から60年 5%台へ〕。南部経済地区はほぼ不変である。

C沿パノレト地区] リトワニア，ラトピア，エスト z アの 3共和国は，全般

的に経済発展水準のもっ正も高C'.自然環境にも恵まれた地域である。リトワ

ニア共和国は大戦直後から比重を倍加させ，ラトピア共和国とともに. 1962年

に 1%台に達している。エストニア共和国は O.6~O.7 %水準を維持している。

この地区は，ポノレガ・ヴャトカ，中央黒土地区を追越して. 1966年には人口比

率と同水準の 3%に上昇している。

[外カフカス地区] グルジア，アゼノレパイバャ γ，アノレメニアの 3共和国

をかかえるこの地区は，戦前には，ポノレガ流域，北カフカズ地区と並んで 5%

水準を確保していたが， 人口比率は増加傾向にあるにもかかわらず (40年 4.2

%， 59年4.5%.7日年5.1%).50竿代後半以降，現在の水準の 3%台にまで落ち

こんでいる。このような低落の要因はグノレジアとアぜんバイジャン両共和国の

比重低下く56年1.3%と1.6%)である。

【中央アジア地区とカザフスタン地区] ここは外カフカズ地区とは全く反

対のパターンを呈しているo 中央アジア地区は，戦前には 3%.50年には 4%.

62年には 5$百. 66年には 6%に急増，北西地区を凌駕し，ウヲル地区と同水準

に到達している。しかしこの増加も人口比率の上昇速度を常に下回ョている。

中央アジア 4共和国すべてが増加傾向にあるが，えとかでもウスベグ共和国 (64

年に 3%)とトルクメ γ共和国 (66竿に 1%)が目有っている。カザフスタ γ

地区は. 1950年には，戦前水準の 3%から 4%に上昇. 55年には中央アジア地

区よりも早〈現在の 6%台になっている。
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【白ロシア共和国とモノレタ事ピア共和国] 前者はほぼ増大傾向を維持し， 60 

年初頭にはポノレガ・ヴャトカ，中央黒土地区の比重を上回り， 68年には 3%水

準に達Lている。モノレダピア共和国は大戦をはさんで急増し， 64年には 1%に

なっている。双方とも近年になって，各人口比率と互角の水準に達している。

これまで経済地区と共和国主個々に検討してきたが，その結果を総合してみ

ると，下記のような総投資の地域構造と壬の変化が明らかになるように思われ

る。

戦前においては，ソ連経済がほぼ一定した型の地域構造をもっていたことが

検出される。①ソ連邦総投資の7割弱とし、う庄倒的な投資額が6割弱の人口配

置をもっロシア共和国に集中しているの②18経済地区のうちで，北西，中央，

ボノレガ流域， ウラノレ， ドネツ・沿ドニエプノレの 5大地区が人口比率30数%，面

積比率23%しか占有していないにもかかわらず，全投資額の約6割を独占して

いる。③これら投資比重の大きな地域は工業なかんずく重工業に専門化してい

る地域となっている。以上がその地域構造の特徴である。このような型の構造

の生成については，革命前から20年代までの経済統計を詳しく検討する必要が

あるので，ここではこの構造を戦前型地域別投資構造と呼ぶだけにとどめよう。

ところでこの戦前型構造は，大戦の，大きな断層とも言える変化を経験して，

「崩壊」していく。しかも，戦前型地域別投資構造の「崩壊」過程はさらに進

行して， 60年代前半期にその重要な転換点=画期を迎えているのであるヘ前

述の各経済地区，連邦共和国の比重の変化を表わす数値は大戦前後と60年代前

半に集中しているので， この断層と画期を明瞭に読みとることができる。ここ

4) 小野一郎氏は，重工業優先越線と集権型管理機構の r30年代経済体制」から総合発展型の路線
の転換を第四回党大会 (19日年)以降に，二瓶民も r~新鋭=先進生産=部門』と在来般重化
学，さらに工業Eグル プから農業に至るまでの生産=部門どの聞に一定の整備=調整を必要と
する関係Jが創出される白を r1950年代未をー画期として1960年代以降」にもとめられている。

ソ連D見解によれば，この時期を「経済の外延的発展Jから「内包的発展J，r社会主義の完全
かつ最終的勝利」から「発達トた社会主義社会建設」への転換と Lて把握している。小野一郎
「現代社会主義経済論J19百年. 267ベージ，二瓶剛男，前掲書1叩へ 出 M，弘 Ma3aJiOBa

TeppumopUa./lb1tbJe nponopl{uu Hapoδ1-l0Z0 xo3fli1.Ctn8Cl CCCP. i974.， CTp. 111.， 122. 
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での画期を構成する要素とは，ロ νア共和国の59%までの低下(1964年)，中央

地区の 2%強の比重減少とウラノレ地区の約 2.5%の低下 (1958-66年間)，並び

に先の 5大経済地区の投資占有率の 5割以「への落卜である。この画期成立の

推進力は，ひと 4とで言うならば，投資の地方分散化傾向である。一二の地方分

散itの流れのなかで，大戦期の断層は60年代前半期の画期が創出されるのを

準備し，そり創出を空間的にも時間的にも促進する役割を担コたと考えられ

る。

このよう忙して成立した60年代前半の画期の上巳築かれる地填別投資構造の

特徴合再確定するために，戦前型構造から現段階までの構造的変化を，経済地

帯 (30H)の視角から検討しよう日。第3表は 5ヶ年計画別の投資の地帯別構造

を明らかにしたものである。

表で明らかなように，温和な気候，高度な人口集積，恵まれた自然資源，工

業とくに加工部門の発展，大規模・機械化農業，高度に発達した交通網とイン

フラストラグチャーを特徴とするヨーロッパ・ウヲノレ経済地帯は， 1941-45竿

段階以降低下しつつも， 60年まで70数%の圧倒的な比重の投資を独占していた

が， 61年以降の段階では70%に低下したままである。これにたいして，シベリ

ア・極東地帯は広大な地域(面積占有率50.8%) と苛酷な自然条件・生活条件，

稀薄な人口(約10%)，未発達な交通網，並びに全ソ連邦的意義をもっ多様で

豊富な自然資源を有しているが， 51-55年段階でぬ%， 56-60年段階で16%に

到達し，それ以降Lの水準で微増している。他方，広大な荒地と熱帯性気候，

不均等な人口分布，不足がちな水資源，大規模な鉱物，原料・燃料資源を蔵し

ている中央アクア・カザフスタン経済地帯は，第6次 5ヶ年計画時には，大戦

直後の 7-8%水準から10%水準に急増，それ以降も逓増している(面積占有

率18%.59年度人口比率11%)。

ヨーロッパ・ウラノレの70%，'/ベリア・極東の16-17%. 中央アジア・カザ

5) マクロ経済地区〈ゾ γ〕に関する以下D特徴付けとゾー γ聞の均衡については. H. H. 

HeKpaCOB P田 lloHa.llbH0513焔OHO.)4U1CO，旧尻町四poe，M.， 1978.， CTp. 151-172参照.



Y

脳
間
耳
③
荏
蕗
浬
由
埼
諦
耐

5ヶ年計回別・在済地帯別投資構造務1※3

程1 斉1地¥帯、 ¥F\I~ 、 1928% 1911Yz 
1946-50 1%1~55 i町6-60 1961-65 1966-70 1リ71-73

-1941対 ~1945 

※2 予そZ
ヨーロッ)'I.ウヲル '18.'1 '13.2 72.0 75.6 73.4 70.7 70.0 70.0 

(ヨーロツパ北部・中央) (35.6) (28.9) (31.1) ， 

( ヨーロッパ南部) (29.3) (21.6) (32.8) 

(ウラルボルガ流域〉 (lR.R) (22.7) (15.7) 

シバリア 板東 14.0 18.0 エ3.0 15.6 1-6.2 16.3 16，3 17，0 、

(シ fミ ') ア) ( 7.7) (10.2) ( 8.5) (10.5) (11.8) (11.9) (11.6) (12，，2) 

(椛 東) ( 6.3) ( 7.8) ( 4.5) ( 5.1) ( 4.4) 4.4 ( 4.7) ( 4.8) 

カザフー中央アジア 7.3 8.8 7.4 8.6 10.4 13.0 13.7 12.9 

(カザフ共和国〉 ( 3.4) ( 4.7) ( 3.7) ( 4.3) ( 6.5) ( 7.8) ( 7.4) ( 6.8) 

( 中 央 ア ジ ア 〉 ( 3.9) ( 1.1) ( 3.7) ( 3.8) ( 3.9) ( 5.2) ( 6.3) ( 6.1) 

第 3表

(
品
目

m〉

ωω

出所
※ 195(年までは M.6. Ma3aHQBa TeppumopUaJl!J1tble nponopquu 1iapo81i020 x03Rt1cmau CCCP 
M.， 1974.， CTp. 107. 5C年以降は JJpor5Jle.MI1trneopuu u npu/e{f{uκU pU3-AteU{enuH npou3fJodu，me励 1tblX

cu../l CCCP M.， 1976.， CTp. 83害時t
米 2 9額の投資カミ経世地帯に配分され仁いない.
※3 1950年までの数値は国家及び協同組合。企業と組織旧投資割合である。
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フスタンの13%前後という現段階の地帯別投資比率構成が定着したのは，表か

らも明らかなように. 1960年代以降の 5ヶ年計画時からである。

以上のことから， ソ連全体から考えれば「都市」部に位置するヨーロッパ・

ウラノレ経済地帯の投資独占の「崩壊」が一段階進行し I農村」部に相当する

V ベリア・極東および中央アジア・カザフスタン白各経済地特の投資比重が一

定の割合まで増大したという内容をもっ画期が60年代はじめに存在する ζ と，

が確認される。そこでこのような画期のうえに成りたつ地域別投資構造を. 60 

年代地域別投資構造と呼ぶことにする。

最後に. 60年代地域別投資構造と戦前型地域別投資構造との関係を整理して

みよう。

両構造の共通点は第 1に，程度においてやや減退が見られるとはいえ，投資

の圧倒的部分は依然としていわゆる「都市」部地域に集中していることであり，

第 2に，戦前と同様に，投資比重の高いかあるいは急速に高くなっている地域

は重化学工業に専門化している地域であることである。もっとも，双方の聞に

は注意すべき相違点があらわれている。第 1に， ロシア共和国の投資占有率の

6割弱への減少，先の 5大地区の 5割以下への低落は，それぞれの人口比率な

どを考慮に入れた場合，独占的であるとは判断しがた〈なってきている。例え

は 5大経済地区に西シベリア，中央アジア，カザフスタユノ地区を加えた，投

資比重 5%以上の上位8地区は，合計すると投資の 6割を占めているが，同時

にその人口比率も50数万になっている。第2に，経済発展が以前から遅れ亡い

た地域，重化学工業を非専門とする地域，いわゆる「農村」部地械でも，徐々

にではあるが投資比重は増加傾向を示している。

以上，考察してきた ζ とから. 60'守代地域別投資構造に象徴される現段階の

ソ連経済の地域構造は，ヨーロッパ部と非ヨーロッパ部. I都市」部地域 F

「農村」部地域主の聞に歴史に形成されて昔た地域的格斧"と不均等性および

重化学工業地域への投資の重視という戦前型地域構造の規定的特徴を継承しな

6) TaM旅 eCTp. 151-152 
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がらも，将来的には乙の構造的特徴を解消していく諸条件の蔚芽をもちはじめ

た，と結論することができる。

11 投資の地域別増加率の傾向的推移

ここでは各地域の投資の増加率白傾向的推移を検討する ζ とによって，戦前

型地域別投資構造から60年代地域別投資構造への発展を，さらに特徴づけるこ

とにしよう。第4表は60年代構造の成立の画期にもほぼ近〈，経済改革一一こ

の改革自身，地域別投資機構に多大な影響をあたえてきているがーーの最初の

年でもある1965年を起点とした増加率を示すものである。

ソ連邦全体の増加率には，明らかに，伸びの鈍化傾向があらわれている。こ

の値を寒準にして，その優劣を検討していこう。

全期聞を通じて連邦水準を凌駕している地域は， リトワニ 7，ラトビア，モ

ノレダピア， トルクメ Y共和国と沿パノレト，中央アジア地区である。また連邦基

準にたいする優位基調がほぼ続いている地域は，西シベリア，ボノレガ流域，極

東地区とエストニア，アノレメニア共和国である。若干の例外を除けば，上記の

地区と共和国に共通する特徴は，未開発の広大な領土を擁している点かあるい

は経済発展が全般的におくれている点，重化学工業に専門化していない点であ

る。

反対に，連邦全体の基準を一貫して下回っている地域は，中央，ウラル地区

とアゼノレバイジャン共和国であり，劣位基調が続いている地域は，北西，ポル

カ・ヴャトカ地区，ウクヲイナ共和国である。革命前かあるいは大戦前から工

業十経済が発展していた地域がこれに相当している。これらの地域は，また，

大体投資比重が高位であることが特色である。

65年を境にして連邦基準以下に落ちた地域は，北カフカズ，東シベリア，ヵ

ザフスタ Y地区とアノレメニア，タジク共和国であり，その反対に連邦基準以卜

になったのは. ロシア共和国とボノレガ・ヴャトカ地区である。前者は後進的な

地域，後者は先進的な地域である。



36 (428) 第 125巻第6号

第4表 ソ連邦経済地区・共和国別投資増加率

.:qo. 代 1932 1940 1955 1960 1965 197U 1975 

ツ 連 歩5 ぜコ 云玄 Eて1百一 EてZ12 1 1.44 2.02 

ロシア共和国 エ 1 1 1.45 2.10 7.66 1.34 

オじ iKj 会也 日 d7万 τ与す 言与す τ長吉 1 1.40 2.97 

中 必と 主也 区 d7官 寸言 云E 古事 1 1..36 1.92 

;-K)レカ明. ~:f"'í' I、カ主也区 ポz サ? E1 てす -1JL2-1 1 1.0γ ~， ::::ö 

中央黒土地 区 dz  dI  云す 市吉 1 1.38 2-.17 

ポ Jレガ流域地区 dI  オ:-，; Y1 τ了 主主ヲ 1 1.57 2-.24 

;1[: カフカ c"' よ 也匹 d7百 オ7百 z与す 主主ち 1 1.46 1.97 

ウ ヲ )10 地 区 43  ぜτ 万平τ T台z l 1.37 ユ 91

'^'シベリア地区 社百 ZZ1 t15 す1てす T?z 5百 1 1.50 <!..4'i 

五E シ ベ リ ア地区 dz  ぜ7 1ぎ1でτ一 τ子百 1 1.:'36 1.90 

極 球C ま也 [::{ 
示" 寸す ー2ユ..- ー1ユ" 1 1. 59 2.3弓

ウタフイナ員.日国 1 1 1 1. 38 1.87 ;1.0.;1.-1 1.:39 

ドネツー泊ドニエプJレ王也~: す1てす T告冨 1 

時I 回 土也 区 3つ1τ一 Zつ1百ヲ 1 

市1 也日 長也 区 示す 古ち 1 

リト ワ ー ア 共和国 エ ユ 1 1.69 2.25 33550 2.01 

ラト"ァ芽与 平11 回 百缶百 主主ヲ 1 1.46 2.08 

エ X トニア共和 国 百ちz τ元吉 1 1.59 1.77 

.fG ノ'" トユ也巨 言与す T当否 1 1. 55 2.07 

グ Jレジア共 和国
1 

T先9 l ユ 45 ユ 715.66 

アゼJレパイデャン共 和国 EZ 否否 T?1 ZT ユ 1.43 工 91

ア ル メ ニ ア 共和国 百云否 治亙 ヱ 1.56 エ83

タ 卜 カ フ カ ; <}也区 最古 τ1 I 互主γ 市ち 1 1.47 1.82 

ウコf ベク共和国 1 1 1 1.51 2.11 目的 2.19 

キ Jレギス共和国 z子宮 T-2 1 1. 50 1.80 

タ 三F ク ードミ .日 l主l 百元主 五1万， i 1. 24 1.65 

トルクメン共和国 百元亘 古宮 l 1.50 2.22 

中央アタア地区 オτ 一1三'.0 コEzZ- 抗言 1 1.47 2.02 

カザ主フスタ Y f也匡 dE  主合言 τ与す 己E 1 1.29 1. 65 

白ロシア共和国
1 1 1 

古ョ 1 1. 76 2.41 問。 '.2 3.' 
モ Jレグピア共 .u国

1 1 1.'6! 2.34 
自5.22

資料
111 刀 P03eH中-eJIbJJ: MemoδolfOeun 6btpaOHUOaHUfl yp08He(1 paS8Ufl1:UJl 

aKO，!_~.MU 'iec~1!!' 1!t}~C!.HO!_ cCCP _ 1969.，口p.38.，HapO.ll.HOe Xo3副 CT田 CCCP
B 1977.，口P359.， 'H. X. CCCP B 1965.， c叩.539.，Hapo;!I.H旧eX03曲目回 P巳φCP
B 197，5.， CTp 328.， 329.， H. X. PCφCP B' 197L， C'rp. 296" 297. 

注意
小数点第2位の数値は総投資¢増加率を計算したも甲で，第1位の数値は P03eH
φ田 b尽から白引用である。ただし19臼--65年はコルホーズを除〈投資額の増加率
である。それゆえ1965年の前後の増加率。比較対照は必ずしも同一対象項目につ
いてで仕ないが，近似的慣向は杷揮可能である.
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Iで検出された，戦前型地域別投資構造から60年代地域別投資構造への発展

は，ここから，産業部門構成と地域別特色において全般的に後進的な地域での

連邦基準以上の投資増加テンポと，その反対の特色をもっ地域での低位な投資

増加テンポによって引きおこされていることがわかる。しかし，一部の地域に

おし、ては，後進的地域=優位な成長テンポ，先進的地域=劣位な成長テンポと

いう関係が1955年を境にして逆転している。このことは，投資の地方分散化傾

向を抑制し，したがって50年代構造を一定の構造として定着せしめた要因であ

るが，その逆転をつくりだした経済的要因については，経済効率と関係がある

ように思われる。

以上が第4表から検出される特徴の第1点であるが，きらに詳し〈考察する

と，次の点も確認、きれる。 2)地域別投資噌加率の推移については， 65年を起点

として若干の区別が明らかになっただけだが， 1955年から75年までの期間内で

は， 65年を起点とした変化が明瞭に検出される。各地域での前半10年にたいし

て後半10年の増加率は鈍化傾向が顕著である。これは，最初に述べたように，

ソ連全体の投資増加率の低下として集約されている。 3)投資増加率に関して，

最高の仲びを示している地域と最低の地域との格差幅が縮小傾向をとっている。

111 地域別人口一人当日投資動態

第 5表は， 1918年から73年に至る，人口一人当り年平均さ宣資増加率である。

そして1918-44年段階の向上値を 1としている。

[共和国群 1945-60年段階では，全般的に年平均投資増加率の地域間格

差はあまり目立たず， ウスベグ'7'ノレジア，アゼノレパイジャン， タジク， アノレ

メニア共和国などの従来から発展の立遅れていた国の伸び率の低さが注目され

る。ところが1951ー 73年段階になると，この状況が逆転する。後進的な共和国

が人口 人当りの投資増加率の急上昇を示している。カザフ，キルギス， トル

クメン，白ロシア， ウズベグ，アノレメニア共和同がそわにあたるが，同時にパ

ノレト 3共和国とそノレダピア共和国も高いテ γポの投資の一人当り仲び率をみせ
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第5表 人口一人当り年平均投資増加率勢(1918~44の投資を 1 とする〉

1946 1961 1971 
共和国と経済地院

60年 73年 73年

1ソ jll. 手日 γ9 27.1 37.7 

'" ユノ ア 共 不[[ 国 7.3 23.6 33.0 

ウクライナ共和国 9.0 29.8 40.6 
~l ロ シア共車l 国 9.6 46.4 71.4 

ウ スベク共和国 6.6 34.2 48.4 
カ ザ フ 共 平日 国 10.6 45.7 59.1 

グ jレジア共和国 5.9 17.3 22.8 
アゼルパイジャン共和国 6.8 17.0 21.8 

ニトワニア共和国 1.0 6.1 9.0 
モルダピ ア 共 訓 | 同 1.0 5.2 7.9 

で7 ト ピ ァ 共 和 国 1.0 4.4 6.1 

キ Jレギス共 fll 国 9.1 38.5 53.8 

タ J ク ノ斗+、で 平日 国 7.6 31.3 43.4 

ア Jレ メ ニ ア 共 和 国 6.6 31.8 44.6 

トルクメン共和国 8.9 3S.7 

エストニア共和国 1.0 3.5 4.8 

:it 西 上也 区 5.4 17.2 23.6 

中 』と 力也 区 5.9 17.0 23.1 

えてルガ ・ ヴ ャ ト カ 地 R : 6.8 23.5 34.1 

中 央 黒 土 1也 l互 6.9 28.6 42.7 

ボ Yレガ流域地目 10.8 35.6 50.3 

ヰヒ カ 7 カ 1 地医 8.3 28.4 39.7 
，) フ jレ 生也 医 7.1 19.4 26.0 

西シベリ ア地区 101 38.1 57.6 

民シベリ ア地区 10.5 38.7 51. 0 

極 東 jj由 区 5.0 17.8 

ドネツー沿ドニエプル地R: lc..O 2.7 

南 西 よ也 区 1.0 4.0 5.4 

南 告H 土也 [主 1.0 3.7 4.5 

主昔 ノマ )レ 卜 生也 区 88 38.1 52.7 

タトカフ カ λ 1也 IK 6.7 21.2 28.3 

中央アジア地区 7.7 40.8 58.3 
カザf フスタン土也区 10.9 4!:J.9 

白 ロ シ ア 士tIl 区 9.3 45.8 69.3 

出所 t--~ K:..~aKYMõaeB 31CoHO.Mu'teCf.we pa38umue coro3HbJX pecny6./lul< 11-paaOH08 1977.， 
CTP~ GG.， G7 
* 1974年1月1日付人口で計算。国営及び協同組合の企業とコルホーズの投資は共和国別に計草
されているが，経済地区別の計軍はコルホーズヲゼ除〈控置によった内
ただし，沿ノミルト諸共和国モルダピア共和国とウクライナ3経済地区は， 1946--oC年の投

資を 1とする増加率である。また原文では刀aT副 iiCKaHCCPが2つあり明らかに誤りなので，
前後の文脈から 方をJ]肝OBCH回 CCP(リトワニア共和国)に訂正Lてある。
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ている。 1971-73年段階になると，この傾向は一層強まっている。

[経済地区群 1946-60年段階で，最高の増加率と最低のそれと白梅差は，

約 2倍(北西地区の5.4倍対カザフスタン地区の10.9倍〕となっているが， 61ー

73年段階ではこの格差は約 2.9倍(中央地区の17倍対カザフスタ Y地区の 49.9

倍〕に拡大している。 71-73年段階ではさらに拡がコている。同数値を共和困

群で計算してみると， 46-60年段階は1.8倍， 61-73年段階は2.6倍， 71ー 73年

段階は2.7倍となっており，やはり拡大傾向にある。

1946-60年段階で抜群の年平均増加率を誇っているのは，ボノレガ流域，西シ

ベリア，東シベ Pア，カザフスタ Y地区であり，それに白ロシア，沿パノレ f，

~tカフカズ地区が続く。 1961-73年段階では，連邦全体の基準よりも高位な地

区はさらに増え，中央黒土，南西，南部，中央アジア地区が追加される。これ

にたいして，北西，中央地区は投資抑制策が講じられていることを暗に示すほ

どの低い増加率である。ボルガ・ヴャトカ，ウヲル，極東! ドネツ・沿ドニエ

プノレ，外カフカス地区は連邦よりも低位である。

後進的な地域における一人当り投資増加率が1961年以降連邦平均基準よりも

高〈なったこと，あるいはそのように高〈なった後進的な地域数が増加したこ

と，反対に先進的地域の同増加率が低位であったこと，以上々ことは増加率の

地域間格差が拡大していることに集約されてしる。そし℃こりような拡大傾向

が意味することは，経済発展における先進と後進との格差が1960年初頭を画期

に縮小傾向にむかいつつあることである。

第 6表は，人口一人当りの年平均投資量指数である。ここでの分析は投資に

おける各地域の平準化の程度をあらわすが，その結果は第5喪のそれEは若干

異なった様相・局面をみせている。

[共和国群] 1918-73年段階で全連邦指数よりも高いのは，ロ γ ア，カザ

フ，エストニア共和国だけである。しかしロシア共和国は60年代以降大幅な指

数低下を経験しているのに，カザフ共和国は60年代以降上昇している。

一人当り投資増加率で高テ Y ポを誇っていた共和国は，絶対量の比較値を示
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第 6表人口一人当り年4均投資指数

1918 1918 1946 1961 1971 
共和国と経済地区

73年 45年 60年 73年 73年

ソ i車 安日 1. 000 1. 000 1.000 1. 000 1. 000 

'" ユ〆 ア 共 朝日 国 1.1G1 1.303 1.206 1.134 1.141 

ウ ク τァ イ ナ共和国 0.843 0.763 0.87+ 0.839 0.822 

白 u ン ア共和国 。γ23 0.465 U.566 0.796 0.881 

ウ ス J¥、 ク共和国 0.614 0.537 0.447 0.677 0.690 

カ ザ フ共和国 1.147 0.732 0.982 1.235 1.149 

グ Jレ ン 7 共和国 0.702 1.027 0.769 0.654 0.622 
アぜんパイデャン共和国 0.715 1.013 0.880 0.636 0.585 

'J ト ワ ア共和同 0.828 0_555 0.985 1.048 

そき jレ タ‘ ピ ア共和国 0.619 0.469 0.717 0.775 
τ7 ト ピ ア共和国 0.975 0.856 1.080 1.095 

キ Jレ キ ス共和国 0.601 0.451 0.522 0.639 0.642 

タ るF ク共和国 0.576 0.524 0.502 0.606 0.602 

ア jレメ ア共和国 0.768 0.709 0.592 0.831 0.838 

ト )1〆 ク メ ン共和国 0.934 0.745 0.839 0.981 1.029 
こに ス ト ア共和国 1.152 1.201 1.227 1.199 

1ヒ 西 土地 区 1.416 2.080 1.464 1.346 1.336 

中 央 上也区 1.163 1.684 1.290 1.073 1.057 

えさ jレガ・ヴャトカ土也区 0.769 0.860 0.765 0.763 0.797 

中 央 黒 土地区 U.726 0.704 0.631 0.759 0.818 

ポ Jレ :/j' 町流 域地区 1.164 0.869 1.225 1.168 1.187 

"C カ 7 カ ズ士也区 0.838 0.783 0.850 0.838 0.845 

ウ ラ Jレ地区 1.255 1.585 1.464 1.158 1.119 

西 γ ミ̂ リア主也区 1.326 0.958 1.260 1.378 1.500 

東 三ノ Jくご リア是也区 1.607 1..13g. 1.555 1..662 1.579 

極 東 主也区 1.912 2.847 1.855 1.855 1. 920 

ドネ y・3凸ドニエプJレt也区 1.238 0.979 0.929 

甫 西 土祖区 0.462 0.543 0.564 

南 古'/1 1也区 0.871 0.940 0.~86 

f任 ノ守 Jレ ト 1也区 0.903 0.697 0.798 1.000 0.999 

タト カ 7 カ ズ地区 0.733 0.884 0.768 0.708 0.681 

中央ア ';/ ア f也区 0.600 0.434 0.435 0.669 0.689 
カザf フスタ ン 1也区 1.204 0.700 0.992 1.316 1 .226 

白 ロ ン白'..0 ア抽灰 0.688 0.440 n_5.':!~ 0.760 0.829 

出所は第5表と同じ。
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すこの指数では，軒並み全連邦平均以下である。ウグライナ共和国は 3つの時

期段階を通じて，ほぼ同じ水準の指数値を保っているのにたいして，連邦平均

以下の範囲内ではあるが，他の共和国は60年代以降，明らかに増加傾向に転じ

ている。ただ例外はグノレジア， アゼノレバイジャン共和国である。

周知のように， 人当りの年平均投資量指数は各共和国の経済発展水準を規

定する物的基礎を表現している。最低指数の共和国と最高のそれとの格差は，

2.9倍 (1918-45年)2.5倍 (46-60年)1.9倍 (61-73年〕と縮小している。 60

年以降，大幅な地域間格差の改善，平準化の進行があったことをこの縮小は示

しているが，後進的共和国の連邦平均以下の指数は，その改善と平準化の未完

を示している。

【経済地区群] 全連邦指数以上は， 1918-73年段階では，北西，中央，ポ

ノレガ流域， ウラノレ，東西シベリア，極東， カザフスタンの B地区であり， :l三と

して重化学工業が専門的に発展している地域である。個別にみると，北西，中

央地区は戦前の非常な高さと45年， 60年を境とする低落が目立っている。ウラ

ノレ，西シベリア地区は大戦前連邦指数を越えているが，同じように上昇した東

シベリ 7は，戦後，連邦平均指数の1.5倍まで伸び，突出しているc 極東地区

は，戦前平均指数の 3倍から，戦後の 2倍弱に低落しているが，それでもソ連

邦第 1位の水準を維持している。カザフスタン地区は61年以降伸長している。

平均以下の地域は，ポルガ・ピャトカ，北カフカズ，中央黒土， ?Bポノレガ，

中央Fジア，白ロ Y ア地区 Eある。最後の 5経済地区は，平均以下の範囲内で

も， 61年以降増勢に転化している。外カフカズ地区は逓減傾向にある。

この指数による経済地区聞の格差は， 5.4倍 (1918-45年)4.3倍 (46-60年〉

3.1倍 (61-73年〉であり，縮小傾向にある。この縮小は地域間格差の改善，

平準化の進行を意味するが，重工業を主軸と Lない地区，後進的な地区が連邦

平均以下に正どまっていることは，改善と平準化の課題がなお残されているこ

とを示している。このような構図は共和国群での分析結果と同じではあるが，

一人当り投資量指数に関する，共和国間格差と地区間格差の比較は，双方の格
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差幅の量的差異，つまり後者の格差幅が前者のそれよりも大きいことを示して

いる。共和国聞の比較による地域構造の分析結果は，実際よりも平板な構造を

我々に与えていること(まえがきの留保条件〕に注意しなければならなし、。

第 5表と第6表の双方の分析の中で次に注目されるのは，西シベりア，東ンノ

ベリア，極東地区の数値が非常に高い ζ とである。以前には開発と経済発展で

遅れていた地域のなかで，人口 人当り投資増加率も年平均投資量指数も共に，

異常な高さを示してレるのは，この 3経済地区だけである。このことは，人口

密度P稀薄さと地理的面積の広大さのための投資密度の稀薄吉 2こいろ， 2つの

要因によって数量的には説明されるが引， その最も重要な規定的要因は， 3地

区が占めるソ連経済発展上の位置に関連していると思われる。投資構造の分析

では，これ以上の展開は不可能であるが，今後の動向のいかんによってはその

高さは平準化の原則を破壊する可能性をもっているが，他面では，そこまでし

てもこの地域の開発を実施することがソ連にとって必要不可欠であることを上

の分析は示唆している。このことを必然化せしめたのは，現代の生産力体系に

おける燃料エネルギーおよび原料資源問題であり，ソ連の燃料・資源の地域的

バランスにおけるこの 3地区の位置である。

大戦から現代にいたるまでのソ連経済の地域構造を確定する上で，また国民

経済の合理的な地域構造を創出する上で，東西シベリアと極東はその規定的位

置にある。ソ連白地域構造と地域的均衡の改善の問題は，東部とりわけシベリ

ア・極東開発の成否に集約されてし、ると言っても過言ではなし、ペ

最後に，これまでの問題点，特徴点を整理してみよう。その第 1は上に述べ

たシベリア・極東の特殊な位置付けである。第2に，第5表と第6表からは，

戦前型構造から60年代構造への発展が60年代初頭を同期I:Lて明瞭に検出でき

た。それは地域間格差の改善，平準化の画期的前進として把握されよう。しか

7) W. JI. P03問中eJlb.ll:MemodoA02ufl (Jbtpa8flU8allUH yp08ftea pa38umuH ，31COHO.M山 M岡山

paU01t06 CCCP M.， 1969.， CTp. 39 
8) 3印刷.MU'leC1CUenp06.Jle.Mbi pa3.Me勾eHUflnpou3釦 OUme/lbHblXCU/l CCCP 1969.， crp 
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しながら，第3に，人口一人当り投資量指数については，その地域間格差は61

年以降改善されたとはいえ，無視できない格差幅が存在している九

まとめにかえて

1， IT， m.の資料の加工・整理とその検討を通じて..戦前型の地域別投資

構造が第2次大戦の断層を経験し C. 60年代初頭を画期として. 60年代地域別

投資構造に発展してい〈ことが解明された。この発展過程では，重化学工業専

門化地域， ロシア共和国，ソ連全体からみた「都市」部地域の投資独占が一定

程度「崩壊」し，非重化学工業専門地域， I農村」部地域，後進的地域の投資

(その比重，絶対量の増加率，人口一人当り増加率〕の逓増が傾向的に進行し

ている G このような発展ののちに成立した60年代構造はいわゆる「都市j 部の

投資独占と重化学工業専門化地域の優先という戦前型構造の規定的特徴を継承

しつつも，将来的にはそれを掘り〈ずす諸条件のひとつ，投資における平準化

の前進という面をもっている。

ところで，かかる特徴をもっ60年代地域別投資構造を創出せしめたものは，

前述のように，投資の地方分散化である。投資のこの傾向は，必然的に，現段

階のソ連経済に 2つの重大な問題を提起している。

そのひとつは，この傾向が引きおこす上部構造の変化，つまり経済機構の改

革の必要性の問題である。

地方分散化による，地方での投資量の増大は，そこ Cの生産・経済活動士量

的にも質的にも増加させる。戦前から受継いだ，部門別に細分化され，過度に

集中された国民経済の管理・運蛍機構では，増大する生産・経済管理上の諸決

定とそれに関連した業務の合理的，迅速な処理が困難にぶつつかるのは当然で

ある Q 勤労者や国民の創意やエネルギーを伸ばしながら，統一的な生産・経済

管理を合理的，迅速に実施してし、くためには，地方と現場の機動性と自主性，

9) A. K. 3aKyMoaeB 81COlW.MUゼeCKoepa38umue coρ'3H.blX pecny6.1luK U paaOH08 A.JJMa-ATa， 

1977.， CTp. 65.， 67 
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管理能力を拡大，高揚さすことが肝要となる。 ζれと関連して，地方と現場の

管理・計画上の権限，財政上の権限を拡大することが制度的改革の日程にのぼ

ってくる。

投資構造と上部構造の相互関係の歴史的・具体的展開はここでの考察対象の

範囲を越えているが， 1957年の地域別管理・計画化制度へり移行，主主びにこの

制度廃止以降の連邦共和国，地方ソヴエ lの権限拡大の 連の措置は1 地方の

機動性，自主性，管理能力。向上の必然性の制度的承認であると考えられる。

総合的な地域発展計画化や単一地域管理機構の必要性についての最近の諸提案

は，この問題の延長線にある'"。

以上が第lの問題であるが，第2の問題は，現段階のソ連経済でもっとも重

視されている効率問題である。地域別構造の変化とこの重大な課題との関係に

ついては，稿を改めて，固定フォ νドの地域別蓄漬構造の分析のなかで詳論さ

fもることUこなるだろう。

(脱稿， 1979・9・12)

10) 地墳と計画化り関連を中心にしたこり点。問題については，拙稿「ソ連邦国民経済にお吋る地
域計画化JW，経済論叢』第124巻第3-4合併号，昭和白年9・10月，その他，新美治ー「ソ連邦に
おける『地方 地域の自治~J 自治体問題講座 1 W現代の地方自治~ 1978年I r. B. Bapa白山田
Pat'lofUf，bIU， wpodc1toii. C08em Jla CoopeMeHlio.M amane M.， 1975参照.


